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令和３年度人事行政の運営等の状況の公表について 

    大網白里市における人事行政の運営について、大網白里市人事行政の運営等の状況の

公表に関する条例第６条の規定により次のとおり公表します。 

 

１ 職員の任免及び職員数の状況 

 本市では、生活に欠かせない事業（主に道路・排水・福祉・教育）などへの行政需要

が増加しています。 

これに対応した組織づくりを進めるため、定員適正化計画に基づき、職員の能力向上

や事務処理の効率化を図り、必要最小限の職員の確保に努めていきます。 

 

(1) 職員採用の状況（令和３年４月２日～令和４年４月１日） 

区 分 男 女 計 

一般行政職 １２ ７ １９ 

福祉職 ０ ０ ０ 

医師職 １ ０ １ 

医療技術職 ０ ２ ２ 

栄養士 ０ ２ ２ 

看護・保健職 １ ４ ５ 

技能労務職 ０ ０ ０ 

幼稚園教諭 ０ １ １ 

計 １４ １６ ３０ 

 

  (2) 職員の退職の状況（令和３年４月１日～令和４年３月３１日） 

区 分 男 女 計 

一般行政職 ２０ ２ ２２ 

福祉職 ０ １ １ 

医師職 ３ ０ ３ 

医療技術職 ０ ０ ０ 

栄養士 ０ ２ ２ 

看護・保健職 ０ ４ ４ 

技能労務職 １ ０ １ 

幼稚園教諭 １ ２ ３ 

計 ２５ １１ ３６ 

 

退職事由別 

定年退職 ８ 

勧奨退職  ５ 

普通退職 ２２ 

死亡退職 １ 

懲戒免職 ０ 

計 ３６ 
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(3) 職員数の状況 

    ① 部門別（各年４月１日現在） 

区 分 職員数 

部 門 令和２年 令和３年 令和４年 

       

一

般

行

政 

議 会 

総務企画 

税 務 

民 生 

衛 生 

農林水産商工 

土 木 

４ 

８４ 

２４ 

７０ 

３２ 

２３ 

３９ 

４ 

８２ 

２４ 

７３ 

３１ 

２４ 

３９ 

４ 

８２ 

２４ 

７２ 

３０ 

２３ 

３８ 

小 計 ２７６ ２７７ ２７３ 

教育行政 ８８ ８１ ７９ 

普通会計合計 ３６４ ３５８ ３５２ 

公

営

企

業

等 

下水道 

国民健康保険 

介護保険 

病 院 

ガ ス 

１３ 

１２ 

１６ 

１２０ 

１３ 

１２ 

１１ 

１７ 

１１９ 

１３ 

１２ 

１１ 

１５ 

１２２ 

１２ 

小 計 １７４ １７２ １７２ 

総合計 ５３８ ５３０ ５２４ 

   

② 職種別（令和４年４月１日）  

一般行政職 ２７３ 

税務職 ２４ 

医師職 １４ 

医療技術職（薬剤師・栄養士等） ３３ 

看護・保健職（看護師・保健師等） ８７ 

福祉職（保育士） ２８ 

企業職（ガス・下水道） ２４ 

技能労務職 ２０ 

教育職（幼稚園教諭） ２１ 

臨時職員 ０ 

合 計 ５２４ 

     

(4) 定員適正化計画の年次別計画表 

地方分権化に伴い、複雑かつ多様化する行政需要に対応しつつ、多岐に渡る課題解決に

向けた政策推進を図るため、令和 4 年 3 月に定員適正化計画の見直しを行いました。 

令和 4 年度からの 5 年間を計画期間とし、前計画と同様に必要かつ適正な職員配置に努

め、費用対効果の高い行政運営を積極的に推進していきます。 

区分 

令和 3 年 

4 月 1 日の 

職員数 

令和 4 年 4 月 1 日現在における 定員適正化 

計画目標 

（令和 8 年 4 月 1 日） 
計画数 実 数 

計画数 

との差 

合 計 ５３０人 ５２６人 ５２４人 △２人 ５４５人 
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 ２ 職員の人事評価の状況 

  地方公務員法では、職員の執務について、定期的に人事評価を行い、それを任用や給

与など人事管理の基礎として活用するものとされています。 

  本市では、地方公務員法の一部改正（平成２８年４月１日施行）に伴い、これまで運

用してきた人事評価制度の見直しを行いました。新しい人事評価制度は、職務を遂行す

る中で職員が発揮した能力の程度と職員があらかじめ設定した業務目標の達成度につい

て、上司との対話等を通じて客観的かつ公正に評価するものであり、概要は次のとおり

です。 

   

評価制度の目的 

職員の主体的な職務の遂行及びより高い能力を持った公務員の

育成を行うとともに、組織全体の士気高揚を促し、公務能率の向

上につなげることを目的として実施します。 

評価制度の概要 

・評価は「業績評価」と「能力評価」により行います。 

・「業績評価」では、職員が果たすべき役割について、業務目標

の達成度や与えられた役割の達成状況を評価します。 

・「能力評価」では、職員が職務遂行上取った行動を評価基準に

照らして評価します。 

評価対象期間 ４月１日から翌年３月３１日まで 

対象職員 
大網病院に勤務する医療職を除く全職員 

（他団体や法人に派遣されている職員については対象外とする） 

評価結果の活用 評価結果は、職員の能力開発、任用等に活用しています。 

 

３ 職員の給与の状況 

  市職員の給与は、人事院及び千葉県人事委員会の勧告内容を参考にして、市議会の議

決を経た条例及びこれに基づく規則により定められています。 

 

 (1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 歳出額（Ａ） 人件費（Ｂ） 人件費率（B/A） 

３年度 16,947,118 千円 3,242,777 千円 19.1％ 

   注：人件費には、職員共済費、市長・副市長・教育長の給与を含みます。 

   参考１：住民基本台帳人口 48,554 人（令和 3 年度末） 

       ２：令和２年度の人件費率 15.0％ 

  

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）  

区 分 
職員数 

（Ａ） 

給 与 費（単位：千円） 平均給与費 

（B/A） 給 料 職員手当 期末勤勉  計（Ｂ） 

３年度 358 人 1,351,428 290,219 537,167 2,178,814 6,086 千円 

     注：1 職員手当には、退職手当を含みません。 

     2 職員数は令和 3 年 4 月 1 日現在の人数です。 

     3 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給 

与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいません。 
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(3) 平均給料月額・平均年齢（令和４年４月１日） 

区 分 
大網白里市 千葉県 国 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

一般行政職 319,351 円 42.4 歳 303,451 円 40.3 歳 323,711 円 42.7 歳 

技能労務職 327,930 円 49.8 歳 301,594 円 53.4 歳 286,570 円 51.1 歳 

職員全体 321,118 円 43.2 歳 － － － － 

   

(4) 職員の初任給の状況（令和４年４月１日） 

区   分 大網白里市 千葉県 国 

一般行政職 
大学卒 188,700 円 188,700 円 

総合職（大卒） 186,700 円  

一般職（大卒） 182,200 円 

高校卒 154,900 円 154,900 円 150,600 円 

    

(5) 一般行政職の級別職員数の状況（令和 4 年４月１日） 

区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 8 級 

計 標準的 

職務内容 

主事 

技師 

主事 

技師 

主任主事 

主任技師 
副主査 

班長 

主査 

副課長 

副主幹 

室長 

課長 

副参事 

主幹 

参事 

職員数(人) 34 32 47 58 50 28 21 3 273 

構成比(%) 12.5 11.7 17.2 21.2 18.3 10.3 7.7 1.1 100.0 

 

(6) 諸手当の状況（令和 3 年度普通会計決算） 

地域手当 

◆支給率＝５．６％ 

◆支給対象職員＝特別職を除く全職員 

◆平均支給年額＝221,666 円 

   

（令和３年度） 

特
殊
勤
務
手
当 

区    分 全  職  種 

職員全体に占める手当支給職員の割合 １８．９％ 

支給職員１人当たり平均支給年額 ７８２，２９１円 

特殊勤務手当の種類     １８種 

代表的な特殊勤務手当の名称 

医務手当、特別診療手当、夜間看護手

当、検査作業手当、事故待機手当、ガ

ス主任技術者手当 

 

時間外 

勤務手当 

２年度

決算額 

支給総額 ５３，４７５千円 

支給職員１人当たり平均支給年額 １７４千円 

３年度

決算額 

支給総額 ７９，８７９千円 

支給職員１人当たり平均支給年額 ２６５千円 

 （注） 職員 1 人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度

の 4 月 1 日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の

支給対象とはならない職員を除きます。）であり、短時間勤務職員を含みます。 
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（令和４年４月１日） 

 大網白里市 国 

扶

養

手

当 

◆配偶者         6,500 円※ 

◆子（22 歳になった後の最初の 

3 月 31 日まで）    10,000 円 

16 歳～22 歳の子の加算 5,000 円 

◆父母等         6,500 円※ 

※行政職給料表 8 級以上職員等の場合、 

支給額は 3,500 円。 

◆配偶者         6,500 円※ 

◆子（22 歳になった後の最初の 

3 月 31 日まで）    10,000 円 

16 歳～22 歳の子の加算 5,000 円 

◆父母等         6,500 円※ 

※行政職俸給表（一）8 級以上職員等の 

場合、支給額は 3,500 円。 

住

居

手

当 

◆貸家の場合 

家賃 16,000 円を超える場合、家賃に

応じて支給 

       限度額  28,000 円 

◆貸家の場合 

家賃 16,000 円を超える場合、家賃に

応じて支給 

       限度額  28,000 円 

通

勤

手

当 

◆公共交通機関利用者 

運賃相当額（最長の定期代金等）を 

全額支給 

◆普通自家用車などの利用者 

使用距離に応じて 3,000 円～54,300 円 

◆原動機付自転車などの利用者 

使用距離に応じて 3,000 円～23,840 円 

◆公共交通機関利用者 

運賃相当額（最長の定期代金等）を 

支給        限度額 55,000 円 

◆普通自家用車などの利用者 

使用距離に応じて 2,000 円～31,600 円 

 

期

末

勤

勉

手

当 

期末手当   勤勉手当 

6 月期  1.20 月   0.95 月 

12 月期   1.20 月   0.95 月 

合 計   2.40 月    1.90 月 

※職制上の段階、職務の級などによる 

加算措置（5%～15%）があります。 

期末手当   勤勉手当 

6 月期  1.20 月   0.95 月 

12 月期   1.20 月   0.95 月 

合 計    2.40 月    1.90 月 

※職制上の段階、職務の級などによる 

加算措置（5%～20%）があります。 

退

職

手

当 

      自己都合  勧奨・定年 

勤続 20 年 19.6695 月 24.586875 月 

勤続 25 年 28.0395 月 33.270750 月  

勤続 35 年 39.7575 月 47.709000 月  

最高限度額 47.7090 月 47.709000 月 

      自己都合 応募認定・定年 

勤続 20 年 19.6695 月 24.586875 月 

勤続 25 年 28.0395 月 33.270750 月  

勤続 35 年 39.7575 月 47.709000 月  

最高限度額 47.7090 月 47.709000 月 

 

 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 (1) 勤務時間（標準的なもの） 

勤務時間 休憩時間 

８時３０分から１７時１５分まで １２時から１３時まで 

   ※１週間の勤務時間は３８時間４５分です。 

 

 (2) 育児休業の取得状況（令和３年度） 

 男 女 合計 

令和３年度において子が出生した職員 １０人 １０人 ２０人 

令和３年度に新たに育児休業を取得した職員 ０人 ８人(※) ８人 

   ※出産休暇中の職員がいるため、子が出生した職員と育児休業を取得した職員の 

人数は一致しません。  
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(3) 休暇制度の概要 

年次有給休暇 年に２０日与えられ、残日数は２０日を限度に繰越可能 

病気休暇 負傷や疾病により療養する場合 

主
な
特
別
休
暇 

公民権の行使 選挙権などの公民権の行使をする場合（必要な期間） 

ドナー休暇 骨髄移植のドナーとして入院する場合など（必要な期間） 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ休暇 自発的にかつ報酬を得ないで社会貢献する場合（年５日以内） 

結婚休暇 職員が結婚するとき（５日以内） 

出産休暇 女性職員が出産する場合（産前８週間及び産後８週間） 

男性職員の育児

参加休暇 

産前８週・産後８週のうち、配偶者の出産または出産に係る

子若しくは小学校就学前の子を養育する場合（７日以内、多

胎妊娠の場合は産前１４週） 

子の看護等休暇 
義務教育終了前の子の看護等をするとき（年７日以内、２人

以上養育する場合は１０日） 

忌引 親族が死亡したとき（区分に応じて最高連続１０日以内） 

夏季休暇 夏季における盆等の諸行事等のための休暇（７日以内） 

短期介護休暇 
配偶者や父母等の介護をするとき（年５日以内、要介護者が

２人以上の場合は１０日以内） 

介護休暇 配偶者や父母等の介護をするとき（無給休暇） 

 

５ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

 (1) 分限処分者の状況（令和３年度） 

降任 免職 休職 降給 計 

０人 ０人 ７人 ０人 ７人 

 

 (2) 懲戒処分者の状況（令和３年度） 

戒告 減給 停職 免職 計 

１人 ０人 ０人 ０人 １人 

 

６ 職員の服務の状況（令和３年度） 

 平均有休使用日数 消 化 率 

１０．５日 ２７．４％ 

 

７ 職員の退職管理の状況 

地方公務員法の一部改正（平成２８年４月１日施行）により、適正な退職管理を行うた

め、再就職者による現職職員への働きかけに対する規制等が導入されました。 

 法改正に合わせ、市では「職員の退職管理に関する条例」を制定し、再就職した市退職 

者に再就職状況の届出を義務付けるなどの措置を講じました。 

 また、市退職者の再就職者について、透明性の確保を図るため、条例による届出のあっ 

た再就職状況の公表を行っています。 

 令和３年度の課長級以上の退職者３人の再就職等の状況は以下のとおりです。 

 
令和３年度の退職者 ５人  

 営利企業等に再就職した者 ０人 

市の再任用職員となった者 ４人 

その他（在家庭等） １人 
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８ 職員の研修の状況 

 職員の勤務能率の向上及び人材育成のため、市独自研修のほか、千葉県自治研修センタ

ー、山武郡市広域行政組合等において研修を実施しています。（主なものは以下のとおりで

す。） 

 

 研修の実績（令和３年度） 

研修実施機関 研修内容 修了者数 

大網白里市 
SDGs 研修（１２６人）、メンタルヘル

ス研修（８人） 
１３４人 

山武郡市広域行政組合 
新規採用職員研修、階層別研修、人事

評価者研修など 
８６人 

千葉県自治研修センター 
専門・実務研修、危機管理研修、女性

活躍推進研修など 
３５人 

その他の機関 専門・実務研修 ４人 

 

 

９ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 (1) 共済制度の概要 

   地方公務員の共済組合制度は、社会保険制度の一環として、相互救済によって組合 

員及びその家族の生活の安定と福祉の向上に寄与するとともに、職務の能率的運営に 

資することを目的とし、地方公務員等共済組合法に基づいて設けられています。 

 地方公務員の共済制度は、千葉県市町村職員共済組合を通して、その目的を達成す 

るために大きく分けて次の３つの事業を行っています。 

①短期給付事業・・・組合員とその家族の病気・ケガ・出産・死亡・休業又は災害に対 

して、必要な保険給付 

 ②長期給付事業・・・組合員の退職・障害又は死亡に対して年金又は一時金の給付 

 ③福祉事業・・・・・健康診査などの健康の保持増進事業、保養施設の運営、住宅資金 

           の貸付等 

 

 (2) 職員の福利厚生の現状 

   地方公共団体は、地方公務員法により、職員の福利厚生の計画を樹立し、実施する 

ことが義務付けられています。本市では互助会組織として、大網白里市職員互助会が 

市に代わり市から助成を受けて、職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項につ 

いて厚生事業を実施しています。 

なお、大網白里市職員互助会は、市からの負担金と会員の会費により運営されてお 

り、令和３年度の決算額は、5,268,941 円で、市からの助成金は、新型コロナウイル 

ス感染症の影響により一部事業が中止になったため、0 円でした。 

 

 (3) 職員の利益の保護の状況 

職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、適当な措置が執られるよう公平

委員会に要求することや、懲戒その他の意に反する不利益な処分を受けたときは、公

平委員会に対して申し立てすることができます。 

 

①  勤務条件に関する措置の要求の状況（令和３年度） 

区 分 措置要求件数 判定内容 

継 続 ０  

新 規 ０  
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②  不利益処分に関する不服申立ての状況（令和３年度） 

 区 分 不服申立件数 判定内容 

継 続 ０  

新 規 ０  


